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なぜ恒久的施設課税を受けるか

1、 事実経緯

2012年8月に、ある外資系機械メーカー（以下、A社という）は、B市ハイテク開発区国税局（以下、B局という）に海外送金を申請した。当該海外送金は2012年締結した技術指導契約により、契約期間は2012年9月1日から2013年8月30日までとする。

B局は、当該送金業務を審査し、当該契約は毎年1回締結し、毎月1回費用を支払い、平均して人民幣10万とし、支払費用の頻度が高く、且つ金額も割合大きいと発見した。更に、国税調査官は、A社の技術指導に責任を負う二人の外国人が中国に常駐し、年に1回しか帰国しないことが分かったため、A社に技術指導費の用途及び流れについて説明を求めた。

A社はその二人の外国人の提供した技術指導活動を明確に区分けすることができないだけでなく、その真実性を裏付ける挙証もできない。

2、 税務局認定

国税調査官は、A社の製品は同業界企業に使われる部品であるが、技術レベルが低く、製品価値に占める技術要素の比率が小さく、コストに占める人件費の比例が大きい。一方、A社納税貢献度が同業他社に比べ、中以上レベルにあるが、A社の製品が市場をほぼ独占し、A社所在地域の市場のシェアが大きく、利益率がやや高すぎ、その営利レベルに対比し、税収貢献率がなお一定の上昇空間があると発見した。従って、国税調査官は、A社が税前利益を移転し、国内企業所得税を逃避する疑いがあると初歩認定した。

A社の代表は、A社の親会社が技術指導を提供し、親会社に支払う費用が技術指導費であり、且つA社に駐在する外国人技術責任者に支払い済と強く主張した。

B局はA社にその外国人個人所得税控除証明、技術指導の書類及び技術指導の具体方案を提出するよう要求した。然し、A社はその外国人技術者の中国での個人所得税控除証明だけ、その他の書類を一切提供できなかった。結果、事実の前にA社は最終的にその外国人技術者が恒久的施設を構成し、税前利益を移転し、国内企業所得税を逃避する事実を認めた。

3、 処罰

B局は、税法の規定に基づいて、A社の支払った技術指導費に対して利益率を確定し、徴収し、A社の経営状況により、利益率58％を確定し、その利益率で非住民企業所得税を課徴し、2012年9月から2013年4月までの税金14.5万元を増加した。

四、コメント

１、会社親会社は中国現法に技術指導を行っている場合には中国現法と「技術指導契約」を締結すべき。その契約については、企業所在地の商務委員会での契約書登記手続きが必要となる。

２、技術指導費について海外送金する前に、原則として、契約金額に対し5％の営業税が課され、営業税控除後の金額について10％の企業所得税が課される。これらの税金は、送金者（中国現地法人）が源泉徴収し所轄税務局に納税する。

3、 日本親会社より派遣される技術者の派遣日数が12 ヶ月の間に合計6 ヶ月を超えている場合に、税務局より恒久的施設ありと判断されたときには、恒久的施設課税の他、派遣技術者の個人所得税が課税される。

４、恒久的施設課税を受けた場合、営業税については送金額の5％となるが、企業所得税は移転価格税制の対応として、日本親会社からの技術指導内容について明確にし、文書化し、その指導の対価が合理的なものであることの資料を備え付けておくことが不可欠である。

５、2010年2月20日に、「非居住者企業所得税査定徴収管理弁法（国税発[2010]19号）」が公布されており、非居住者に関する見なし課税適用の強化が打ち出された。

もし、恒久的施設が認定された場合は、以下の見做し利益率で課税できる事が規定されている。

請負工事、設計役務　15～30％

管理サービス　　　　30～50％

その他の役務、経営活動に関しては、15％以上

６、今後、親子会社の間で技術指導などの契約を締結する場合、中国外貨管理及び税務の問題に留意しながら本案のＡ社の轍を二度踏まないよう心掛けてほしい。


「労働争議案件審理の法律適応の若干問題に関する解釈（四）」について

　2013年1月18日、最高裁は「労働争議案件審理の法律適応の若干問題に関する解釈（四）」(以下、解釈という）を公布し、2013年2月1日より施行した。ここで、解釈の概要について説明します。

1、 背景

2008年労働契約法の実施以来、全国の裁判所が受理した労働争議案件数は毎年30万件前後に達した。国内外経済情勢の変化、労働者の権利保護意識の向上、使用者の労働者権利侵害情況の存在、裁判所の法律適用問題の山積などに対応するために最高裁は解釈の制定実施によって規範及び指導を図るものとする。

2、 管轄権について

労働人事争議仲裁委員会が管轄権ないことを理由に労働争議案件を受理しないことに対して、当事者が提訴する場合、裁判所は、審査後当該労働人事争議仲裁委員会が確かに管轄権がないと認め、管轄権のある労働人事争議仲裁委員会へ仲裁の申請を当事者に告知すべき。裁判所は、該当労働人事争議は仲裁委員会が管轄権を有することを審査、判明し、当事者に仲裁申請を告知し、且つ審査意見書を仲裁委員会に送付したとしても、労働人事仲裁委員会はなお受理しない場合、当事者は該当労働争議事項を提訴する場合、受理すべき。

三、小額労働案件について

裁決書にその裁決の類型が明記された場合、裁判所はその裁決類型に実体の評価をせず、手続上処理だけを行う。裁決の類型が明記されず、雇用者がその裁決に不服する場合、地裁は手続上の審査を通じて、裁決の類型を確定し、さらにかかる管轄権のある裁判所を確定する。
4、 経済補償について

雇用者は経営の必要上、労働者を勤務異動、関連企業に出向させ、労働者は元の雇用先との労働契約を終止し、新しい雇用先と新たな契約を結び、労働者の元の勤務年数を合算して新しい勤務先の勤務年数とする。

労働契約を解除する場合、新しい雇用先だけが法により労働者に経済補償或いは賠償金を支払い、経済補償または賠償金の勤務年数を計算する場合、労働者の元の勤務年数を合算して新しい勤務先の勤務年数に加え、経済補償或いは賠償金の具体的金額を確定しなければならない。

5、 守秘履行後経済補償

雇用者は労働者と競業制限を決めたが、経済補償を定めず、労働者が競業制限の義務を履行した場合、労働者の労働契約解除の前年の平均月給の３０％、且つ地元最低賃金基準を下回らないものを参照計算の根拠とする。

6、 競業制限の有効性

雇用者が労働契約及び競業補償の義務に違反する場合、労働者は異なる法律に基づいてかかる救済を求めることができる。雇用者の労働契約の違法解除は競業制限の約束の有効性に影響を与えない。一旦、雇用者がかかる法律責任を取った後、労働者及び雇用者は当然競業制限協議の拘束を受けなければならない。

7、 競業制限の解除

雇用者は労働者との間で労働契約或いは守秘協議に競業制限及び経済補償を定めたが、労働契約解除或いは終止後、雇用者の原因によって三か月間ずっと補償を未払いした場合、労働者が業制限の約定の解除を請求することに対して裁判所は支持しなければならない。

8、 口頭による労働契約の変更

労働契約の変更は書面形式によらず、口頭による労働契約変更を一か月以上履行され、且つ変更後の労働契約内容は法律・行政法規・国家政策及び公序良俗に違反せず、当事者が書面形式を取らなかったことを理由として労働契約の変更が無効であると主張する場合、裁判所は支持してはならない。

9、 組合への事前告知

雇用者は一方的労働契約を解除する場合、法律によって事前に組合に理由を告知しなければならない。雇用者は契約解除を事前に組合に告知しない場合、労働者に賠償金を支払わなければならない。但し、雇用者は合理的な方法で関連手続を補正し、組合に意見を徴収した場合、賠償金の責任を免れる。

10、 外国人との事実労働関係の認定

外国人、無国籍人及び台湾香港マカオ居民は合法的な就業手続を取扱わず、《外国人就業証》や《台港マカオ人員就業証》などの書類を取得しない場合、適格な労働者として認められず、雇用者との間で労働関係を結ぶことができない。《外国専門家証》を所持し、且つ《外国専門家来華工作許可証》を取得した外国人は中国国内雇用者と雇用関係を作った場合、労働関係ありと認定できる。
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